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陪審審理を保障することを要求している。Duncan v. Louisiana, 391 U.S.
145（1968）。合衆国最高裁判所は、修正条の規定する民事事件における
陪審審理を受ける権利の保障は州には適用されないと判示している。





二 陪審への説示 ― 総論
合衆国におけるトライアルは、通常、（週末と休日を除いて）始めから
終わりまで、毎日連続して行われる。多くの民事陪審審理は日〜日間



















































































































































































































































































































































































Edward J. Devitt およびセントルイス大学の前教授で現在はミズーリ州の
州最高裁判所の長官である Charles D. Blackmar 編の『Federal Jury
Practice & Instructions （3rd ed. 1977）』である。1965年に刊行された初
30 法学論集 75 〔山梨学院大学〕
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States v. Ridinger, 805 F.2d 818, 821 （8th Cir. 1986） 参照。『モデル説
示は・・・この巡回区の地方裁判所を拘束するものではなく、単に、有益
な示唆を与えて、地方裁判所を援助するに過ぎない』。United States v.

































































































































































































































































































































原告 CIVIL NO. 88-92-B
v.




































































































































48 法学論集 75 〔山梨学院大学〕
― 293 ―
了直後の説示に分けて、説示の具体例を挙げつつ、具体的に説明されてい
る。
説示の作成過程について、最後に一言付け加えておきたい。説示の作成
はもちろん裁判官の権限であり、責務であるが、裁判官が一人で説示を作
成するわけではない。本稿でも述べられているように、アメリカでは、説
示の書式が整備されており、説示の作成にあたっては、まず双方の弁護士
が書式に則った「説示案」を作成するのであり（丸山英二『入門アメリカ
法 第版』92頁参照）、裁判官はそれを見比べ参照して、最終的な説示
を作成するのである。裁判官の任務とされる説示の作成についても、実質
的には、弁護士がその下準備をしているのである。アメリカの当事者主義
（adversary system）は、訴訟資料の収集の面についての原理であるとさ
れることがあるが、それだけではなく、訴訟の進行や説示の作成にもかか
わる基本原理であり、その背景には、陪審裁判の存在があるのである。
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